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シンガポール株式会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 
 
 
当社の連結子会社であるニチメン株式会社（以下、ニチメン）は、2004 年 3 月 29 日に、

婦人アパレル会社のシンガポール株式会社との間でスポンサー契約を締結し、同社が実施

する第三者割当増資の普通株式 2 百万株、20 億円全額を引受け、同社を連結子会社とする

ことといたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 
 

記 
 
 
1． 株式取得の背景および理由 
 
ニチメンの取引先であるシンガポール株式会社および同社の関連会社は、ボトムス（パン

ツ・スカート）を中心とするレディースアパレル製品の製造拠点と、大手量販店・百貨店

を中心とした強固な販売網を持つ、岐阜地区における中核のアパレルメーカーです。 
 
当社グループは繊維事業を中核事業の一つとしており、同事業分野においては、生産・販

売などの機能の強化による事業基盤の拡大を図っておりますが、今般、同社からニチメン

に対し、第三者割当増資の引受けと事業スポンサーとしての支援の要請がありました。 
当社グループといたしましては、シンガポール株式会社がグループ会社となることで、繊

維事業におけるリテール分野での機能の拡充が図られるとともに、同社の現有の機能の向

上や事業基盤の安定化が図られ相互にメリットがあること、またシナジー効果による既存

および新規顧客へのさらなるサービスの充実が可能となることから、本件を実行すること

といたしました。 
 
 
 
 
 
 



2． 異動する子会社（シンガポール株式会社）の概要（2003 年 7 月末現在） 
 

(1) 商 号 シンガポール株式会社 
(2) 代 表 者 代表取締役社長 足立 隆啓 
(3) 所 在 地 岐阜県岐阜市吉野町 6 丁目 10 番地 
(4) 設 立 年 月 1953 年 5 月 
(5) 主な事業の内容 婦人アパレルの企画・生産・販売 
(6) 決 算 期 7 月末 
(7) 従 業 員 数 約 200 名（単体ベース） 
(8) 主 な 事 業 所 

（主な子会社） 
株式会社シンガポールファッション、 
株式会社シンガポールセンター 

(9) 資 本 金 215 百万円 
(10) 発行済株式総数 430,000 株 
(11) 株主構成および 

所有割合 
足立幸太郎 54.7%、足立こはる 14.7%、足立隆啓 16.8%、 
ニチメン株式会社 2.3% ほか 

(12) 最近事業年度における業績の動向（単体） （単位：百万円） 
 2002 年 7 月期 2003 年 7 月期 
売 上 高 19,445       16,443       
売 上 総 利 益 3,922       3,261       
営 業 利 益 351       285       
経 常 利 益 243       294       
当 期 純 利 益 ▲423       ▲3,123       
総 資 産 27,308       21,829       
株 主 資 本 5,111       2,416       

 
3． 引受・取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 
 

ニチメンが第三者割当増資を引受ける条件として、シンガポール株式会社は同社オーナ

ー一族所有の全株式合計 370,000 株について 100%減資を実施します。 
シンガポール株式会社による減資実施およびニチメンによる第三者割当増資引受後に

おけるニチメンの発行済普通株式所有状況は以下のとおりとなります。（減資実施およ

び第三者割当増資後のシンガポール株式会社発行済普通株式総数は2,060,000株です。） 
(1) 異動前の所有株式数 10,000 株 （所有割合  2.3%） 
(2) 引受・取得株式数 2,000,000 株 （取得価額  20 億円） 
(3) 異動後の所有株式数 2,010,000 株 （所有割合  97.6%） 

 
4． 日程 
 

2004 年 3 月 29 日 スポンサー契約書締結 
2004 年 4 月 13 日 シンガポール株式会社株主総会で第三者割当増資承認（予定） 
2004 年 5 月 17 日 第三者割当増資払込期日（予定） 

 
5． 今後の見通し 
 

2004 年 3 月期の当社業績予想への影響はありません。来期以降、当社連結業績に反映

されることになります。 
 

以上 


